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平成19年3月新規学校卒業予定者の雇用について(お願い)

　さて、新規高等学校卒業予定者の就職につきましては、景気回復と言われ県内外の求人総数は前年度を上回っております。しかしながら、新規学卒予定者は県内志向が根強く、県内求人状況は依然として厳しい状況にあります。

　各学校においては、教育課程の工夫改善、積極的な進路指導の取り組み、地域やPTAとの連携強化等に努めているところでありますが、容易に改善の目途がたたないというのが現状であります。

　ご承知のとおり、我が国では少子・高齢化が進んでおり2005年以降、特に若年層を中心に労働力人口が減少することが確実視されている現在、各企業に置かれても、可能性に満ちた若者の採用は、積極的に検討されるべき課題と考えます。

　本会においては、去る8月21日より県内工業高等学校との産学懇談会を実施し、各学校の進路希望状況(県内就職希望)について意見交換を行ったところ、下記の対応について希望が寄せられました。また、全国建設業協会長からも同趣旨について既に周知依頼がなされたところであります。

つきましては、これから社会に出ようとする新規学校卒業者の期待に応え、意欲に溢れた職業生活が実現できるよう、下記事項につきまして特段のご高配をお願い申し上げます。

記

１．長期的な企業経営のビジョンに基づき、早期に採用計画を立て、早めに求人票を最寄りの職業安定所に提示していただくようお願い致します。

２．経済の動向によって、求人枠の拡大は容易ではないと思いますが、本県高校生の育成の意味も含め、若者の雇用拡大に努めていただきますようお願い致します。

３．本土企業は、採用試験からおよそ一週間で可否の通知があり、次の就職活動が円滑に行われます。本県では、一部企業を除き１～２ケ月後に通知があり就職活動に支障をきたしております。可能な限り早期に可否の通知をお願い致します。

